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平成21年度市町村普通会計決算の概要について 

 
１ 決算規模  

○  県内44市町村の平成21年度普通会計※決算額は， 

歳入   10,699 億円（ 対前年度比 780億円増，対前年度比 7.9％増 ） 

歳出   10,271 億円（ 対前年度比 722億円増，対前年度比 7.6％増 ） 

であり，歳入，歳出ともに前年度決算額を上回り，歳出が１兆円を超えたのは１０

年ぶり。 
※ 普通会計とは，一般会計と，公営事業会計（公営企業会計，国民健康保険事業会計，老人保健医療事業会計，後期高齢者

医療事業会計，介護保険事業会計等）を除く特別会計を併せたものをいう。 
  

(1)決算規模の推移（表－１）                   (単位：百万円，％)  
歳  入 歳  出 全国の伸び率 

年 度 
決  算  額 伸び率 決  算  額 伸び率 歳  入 歳  出 
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△0.3 
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1,022,777 
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△0.3 

△0.4 
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△4.9 
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  1.4 
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△5.3 

 

△0.4 
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  0.3 
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 ※県内普通会計決算額は市町村の単純合計であり，一部事務組合は含まれていない。 
  全国の伸び率は市町村の単純合計から一部事務組合と一部事務組合を組織する市町村 
との間の相互重複額を控除した額である。 

(2)歳出の増加率が大きい団体 

 ①古河市  19.0%（主な要因）合併特例振興基金の設置や筑西幹線道路整備等による増  

 ②石岡市  15.3%（主な要因）東小学校改築や資源循環型畜産確立事業補助等による増 

 ③水戸市  14.8%（主な要因）市庁舎駐車場用地先行取得や小学校の改築等による増 

増加団体数：38 

(3)歳出の減少率が大きい団体 

 ①美浦村 △ 8.9%（主な要因）美浦中学校改築(H19～H20)の終了等による減 

 ②守谷市  △ 7.1%（主な要因）都市再生機構への中学校施設等買収費の繰上償還(H20)の減等による減  

 ③高萩市 △ 7.0%（主な要因）土地開発公社への貸付の減等による減 

    減少団体数：6 

 

２ 決算収支   

○  実質収支※１は，全団体とも黒字決算（昭和50年度から35年連続） 

○  単年度収支※２は 57億円の黒字。赤字団体は 14団体（赤字団体割合 31.8％） 

○  実質単年度収支※３は 69億円の黒字。赤字団体は 12団体（赤字団体割合 27.2％） 
      決算収支等の推移（表－２）                                                  (単位：百万円，％)  

実 質 収 支 単 年 度 収 支 実質単年度収支 実質収支比率※４ 

年  度 
決算額 伸び率 決算額 

赤  字 

団体数 
決算額 

赤  字 

団体数 
本県平均 全国平均 

平成15年度 
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   2.9 

1.7 

△3.3 
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２７ 

２２ 
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6,932 

３２ 

３８ 

２１ 

２０ 

２２ 

１７ 

１２ 

６．５ 

６．２ 

５．７ 

５．６ 

５．１ 

４．９ 

５．５ 

５．４ 

５．０ 

４．８ 

４．５ 

４．０ 

４．１ 

―  

 

※１ 実質収支＝歳入総額－歳出総額－翌年度に繰り越すべき財源。黒字団体，赤字団体の指標となるもの。 

※２ 単年度収支＝Ｈ21実質収支－Ｈ20実質収支。単年度収支の赤字は，直ちに財政運営上深刻な問題があるわけではないが， 

赤字が連続すると将来的に実質収支が赤字になる可能性があるので，十分注意する必要がある。 

※３ 実質単年度収支＝単年度収支＋財調基金への積立金＋地方債の繰上償還額－財調基金の取崩額。実質単年度収支も単年 

度収支同様に，赤字が数年続くことのないように財政運営上注意していく必要がある。 

※４ 実質収支比率＝実質収支の標準財政規模に対する割合。 

〈決算規模の推移〉
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３ 歳入 

○  特徴 

・ 地方税は，世界的な経済金融危機以降の企業の業績不振等により，法人市町村民税が

37.4％の減となるなど，全体で 5.8％の減 

・ 地方交付税は，法人市町村民税等が大きく落ち込んだこと等による基準財政収入額の

減等により10.3％の増 

・ 国庫支出金は，定額給付金や経済危機対策の各種臨時交付金等により79.1％の増 

・ 地方債は，臨時財政対策債，減収補てん債，合併特例事業債などが増加し，33.9％の

増 

〔前年度比で増の項目〕 

・ 地方特例交付金等（＋ 5.7％）減収補てん特例交付金等の増による増 

・ 地方交付税（＋10.3％）地方税等の減による基準財政収入額の減等による増 

・ 国庫支出金（＋79.1％）定額給付金や経済危機対策の各種臨時交付金等による増 

・ 地 方 債（＋33.9％）臨時財政対策債や合併特例事業債の増等による増 

〔前年度比で減の項目〕 

・ 地 方 税（△ 5.8％）法人市町村民税の減等による減 

・ 地方譲与税（△ 6.0％）自動車重量譲与税の減等による減 

・ 各種交付金（△ 5.6％）自動車取得税交付金や利子割交付金の減等による減 

 ・ 繰 入 金（△16.7％）老人保健医療事業会計からの繰入金の減等による減 
 

 歳入一覧（表－３） （単位：百万円，％） 

平成２１年度 平成２０年度 
 

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率 

地方税 429,006 40.1 △26,320 △5.8 455,326 45.9 △1,862 △0.4 

うち市町村民税 188,408 17.6 △21,372  △10.2 209,780 21.1 △5,714  △2.7 

 個人分 154,702 14.5 △1,231 △0.8 155,933 15.7 3,696 2.4 

 法人分 33,706 3.2 △20,141 △37.4 53,847 5.4 △9,410 △14.9 
 

うち固定資産税 199,369 18.6 △4,080 △2.0 203,449 20.5 4,127 2.1 

地方譲与税 15,389 1.4 △976 △6.0 16,365 1.6 △600 △3.5 

各種交付金 35,934 3.4 △2,116 △5.6 38,050 3.8 △4,096 △9.7 

地方特例交付金等 5,161 0.5 279 5.7 4,882 0.5 2,097 75.3 

地方交付税 145,791 13.6 13,637 10.3 132,154 13.3 2,523 1.9 

使用料・手数料 21,266 2.0 △414 △1.9 21,680 2.2 △489 △2.2 

国庫支出金 152,663 14.3 67,417 79.1 85,246 8.6 8,182 10.6 

 うち普通建設事業費支出金 22,068 2.1 5,527 33.4 16,541 1.7 △52 △0.3 

都道府県支出金 51,593 4.8 4,400 9.3 47,193 4.8 1,304 2.8 

繰入金 20,761 1.9 △4,161 △16.7 24,922 2.5 3,218 14.8 

繰越金 35,397 3.3 24 0.1 35,373 3.6 △1,482 △4.0 

地方債 106,490 10.0  26,941 33.9 79,549 8.0  8,461 11.9 

 うち臨時財政対策債 38,546 3.6 12,763 49.5 25,783 2.4 △1,315 △4.9 

うち減収補てん債(特例分含む) 6,918 0.6 3,251 88.7 3,667 0.4 3,447 1,566.8 
 
うち合併特例事業債 28,648 2.7 6,342 28.4 22,306 2.2 2,652 13.5 

その他 50,438 4.7 △754 △1.5 51,192 5.2 1,588 3.2 

歳入合計 1,069,889 100.0 77,957 7.9 991,932 100.0 18,844 1.9 

 うち一般財源※１ 631,281 59.0 △15,496 △2.4 646,777 65.2 △1,938 △0.3 

   ※ ｢うち一般財源｣とは，地方税，地方譲与税，各種交付金，地方特例交付金等，地方交付税の合計額である。 
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４ 歳出 

(1)目的別歳出 

○  特徴 

・ 定額給付金の給付や雇用対策事業，経済危機対策の各種臨時交付金を活用した施設

整備など，国の景気・雇用対策に関連した費目において歳出が増加 

〔前年度比で増の項目〕 

 ・ 総 務 費（＋35.8％） 定額給付金の給付等による増 

・ 民 生 費（＋ 4.7％） 障害者自立支援事業費や生活保護費の増等による増 

 ・ 労 働 費（＋197.5％） 緊急雇用創出事業やふるさと雇用再生特別基金事業等に

よる増 

・ 農林水産業費（＋10.9％） 霞ヶ浦用水事業負担金の繰上償還等による増 

 ・ 商 工 費（＋17.3％） 経済危機対策の各種臨時交付金を活用した観光施設整備等 

による増  

・ 教 育 費（＋ 4.4％） 小中学校施設の耐震補強，改修，新設事業等による増 

〔前年度比で減の項目〕 

・ 議 会 費（△ 3.0％） 人件費の減などによる減 

・ 公 債 費（△ 4.2％） 公的資金補償金免除繰上償還の規模縮小や，これまでの 

起債抑制の効果による償還金の減等による減 

〔歳出に占める割合の高い費目〕        

   ①民生費（ 25.2％ ） 

   ②総務費（ 18.7％ ） 

   ③土木費（ 13.8％ ） 

   ④教育費（ 12.8％ ） 

   ⑤公債費（ 10.7％ ） 

 

 

 

 
 

目的別歳出一覧（表－４） 

 

（単位：百万円，％） 

平成２１年度 平成２０年度 
 

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率 

議会費 8,685  0.8  △271 △3.0 8,956  0.9  △629 △6.6 

総務費 192,419  18.7  50,683 35.8 141,736  14.8  3,264 2.4 

民生費 258,985  25.2  11,533 4.7 247,452  25.9  4,374 1.8 

衛生費 81,471  7.9  1,167 1.5 80,304  8.4  △3,266 △3.9 

労働費 2,779  0.3  1,845 197.5 934  0.1  97 11.6 

農林水産業費 34,422  3.4  3,374 10.9 31,048  3.3  △436 △1.4 

商工費 16,471  1.6  2,434 17.3 14,037  1.5  297 2.2 

土木費 141,430  13.8  823 0.6 140,607  14.7  7,178 5.4 

消防費 46,959  4.6  △640 △1.3 47,599  5.0  △1,439 △2.9 

教育費 131,622  12.8  5,498 4.4 126,124  13.2  9,511 8.2 

災害復旧費 155  0.0  43 38.4 112  0.0  △75 △40.1 

公債費 110,343  10.7  △4,862 △4.2 115,205  12.1  △374 △0.3 

その他 1,380  0.1  557 67.7 823  0.1  273 49.6 

歳出合計 1,027,121  100.0  72,184 7.6 954,937  100.0  18,775 2.0 

＜目的別歳出構成比＞
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総務費
18.7%

民生費
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教育費
12.8%

商工費
1.6%

農林水
産業費
3.4%

労働費
0.3%
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 (2)性質別歳出  

○  特徴 

・ 経済危機対策の各種臨時交付金等の国庫支出金や合併特例事業債等を活用した普通建

設事業費の増等により投資的経費が増加 

・ 定額給付金の給付等により補助費等が増加 

〔義務的経費（± 0％）〕 

・ 人件費（△ 1.8％）職員数の削減や期末勤勉手当の改定減等による減 

・ 扶助費（＋ 6.8％）障害者自立支援事業費や生活保護費の増等による増 

・ 公債費（△ 4.2％）公的資金補償金免除繰上償還の規模縮小のほか，これまでの起債 

抑制の効果による償還金の減等による減 

〔投資的経費（＋ 18.1％）〕            

・ 普通建設事業費（＋18.1％） 

経済危機対策の各種臨時交付金や合併特例事業債等 

を活用した事業の増等による増  

※ ただし，決算規模はピーク時の約５割の水準 

（H5：2,831億円→H21：1,396億円） 

〔その他の経費（＋ 13.1％）〕 

・ 補助費等（＋56.1％）定額給付金の給付等による増 

・ 積 立 金（△12.6％）各種基金への積立金の減 

による減 

・ 貸 付 金（△21.1％）土地開発公社への貸付金 

の減等による減 

 

性質別歳出一覧（表－５） （単位：百万円，％） 

平成２１年度 平成２０年度 
 

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率 

義務的経費 450,716 43.9 149 0.0 450,567 47.2 1,863 0.4 

  人件費 203,638 19.8 △3,759 △1.8 207,397 21.7 △2,304 △1.1 

   うち職員給 131,313 12.8 △6,723 △4.9 138,036 14.5 △4,162 △2.9 

     うち基本給 88,519 8.6 △3,171 △3.5 91,690 9.6 △2,580 △2.7 

     うちその他の手当 42,783 4.2 △3,563 △7.7 46,346 4.9 △1,582 △3.3 

   うち退職金 25,280 2.5 △141 △0.6 25,421 2.7 2,446 10.6 

  扶助費 136,742 13.3 8,759 6.8 127,983 13.4 4,553 3.7 

  公債費 110,336 10.7 △4,851 △4.2 115,187 12.1 △386 △0.3 

投資的経費 139,778 13.6 21,448 18.1 118,330 12.4 7,948 7.2 

  普通建設事業費 139,623 13.6 21,405 18.1 118,218 12.4 8,023 7.3 

   うち補助事業費 47,258 4.6 11,081 30.6 36,177 3.8 △2,963 △7.6 

   うち単独事業費 87,998 8.6 10,023 12.9 77,975 8.2 11,323 17.0 

その他の経費 436,627 42.5 50,587 13.1 386,040 40.4 8,964 2.4 

  うち物件費 129,545 12.6 3,099 2.5 126,446 13.2 △1,697 △1.3 

  うち補助費等 147,906 14.4 53,133 56.1 94,773 9.9 △858 △0.9 

   うち一組に対するもの 42,234 4.1 289 0.7 41,945 4.4 △2,138 △4.8 

  うち積立金 22,198 2.2 △3,196 △12.6 25,394 2.7 3,505 16.0 

  うち貸付金 13,915 1.4 △3,711 △21.1 17,626 1.8 3,276 22.8 

  うち繰出金 111,000 10.8 1,263 1.2 109,737 11.5 3,922 3.7 

歳出合計 1,027,121 100.0 72,184 7.6 954,937 100.0 18,775 2.0 

＜性質別歳出構成比＞

人件費
19.8%

扶助費
13.3%

公債費
10.7%

その他
42.5%

普通建
設事業
費
13.6%

災害復
旧費
0.0%
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５ 財政構造   

○ 経常収支比率は，前年度から引き続き改善し，0.8ポイント低下の90.0％ 

○ 起債制限比率は，前年度から引き続き改善し，0.5ポイント低下の9.1％ 

○  地方債現在高は，５年ぶりに増加に転じ，1.4％増の 9,632億円 

○ 積立基金現在高は，４年連続で増加し，3.0％増の 2,005億円 

○ 地方債及び債務負担行為による実質的な将来の財政負担（地方債現在高＋債務負担行

為額－積立金現在高）は，４年ぶりに増加に転じ，1.5％増の 8,935億円 
 
（注）経常収支比率及び起債制限比率は単純平均である。 
 
 
 

財政指標等の推移（表－６）                  (単位：％) 

経常収支比率 起債制限比率  

年  度 県平均 全国平均 県平均 全国平均 

平成15年度 

   16 

   17 

   18  

19 

20 

21 

85.7 

89.4 

90.2 

90.6 

90.9 

90.8 

90.0 

86.7 

90.4 

89.5 

89.6 

90.6 

89.8 

－ 

 9.0 

 9.6 

10.0 

10.0 

10.0 

 9.6 

 9.1 

9.9 

10.2 

10.6 

10.8 

10.6 

10.3 

－ 

 

 
経常収支比率の団体分布（表－７） 
 

70%未満 
70%以上 

75%未満 

75%以上 

80%未満 

80%以上 

85%未満 

85%以上 

90%未満 
90%以上 計 

H20  １ １  ５ ２５ ３２ 
市 

H21   １ ２ １２ １７ ３２ 

H20  １   ３ ８ １２ 町
村 H21   １ １ ３ ７ １２ 

H20  ２ １  ８ ３３ ４４ 県
計 H21   ２ ３ １５ ２４ ４４ 

 

 

 

地方債及び債務負担行為による実質的な将来の財政負担（表－８）               (単位：百万円，％) 

地方債現在高 

(A) 

債務負担行為の支出予定額 

(B) 

積立基金現在高 

(C) 

将来の財政負担 

(A)+(B)-(C) 

 

年  度 

現在高 伸率 金  額 伸率 現在高 伸率 金  額 伸率 

 平成15年度 

   16 

   17 

   18 

 19 

 20 

21 

    992,202 

1,008,563 

1,003,719 

991,837 

967,267 

949,977 

963,245 

   2.8 

   1.6 

△0.5 

△1.2 

△2.5 

△1.8 

1.4 

   129,845 

   127,456 

   135,513 

   126,765 

117,625 

124,635 

130,753 

△3.9 

△1.8 

  6.3 

 △6.5 

△7.2 

6.0 

4.9 

 201,073 

   180,320 

   171,520 

   181,197 

186,287 

194,710 

200,489 

△4.0 

△10.3 

△4.9 

5.6 

2.8 

4.5 

3.0 

   920,974 

   955,699 

   967,712 

   937,405 

898,605 

879,902 

893,509 

3.4 

3.8 

1.3 

△3.1 

△4.1 

△2.1 

1.5 

 

 

 



平成21年度　主な財政分析指標等の状況
（単位：千円）

歳入総額 歳出総額 経常収支 公債費負担 実質収支 公債費 起債制限比率 地方債 積立金 財政力

比率 比率 比率 比率  (3か年平均) 現在高比率 残高比率 指数

1,069,888,870 1,027,120,855 90.0% 14.0% 5.5% 10.8% 9.1% 145.2% 33.1% 0.79

958,602,356 920,967,977 90.3% 14.3% 5.2% 11.3% 9.4% 151.3% 30.4% 0.80

111,286,514 106,152,878 89.2% 12.9% 6.2% 9.5% 8.2% 128.9% 40.4% 0.76

1 水戸市 92,359,628 89,431,695 87.6% 36 16.9% 11 4.3% 34 13.5% 6 11.5% 6 191.2% 2 4.0% 44 0.90 12

2 日立市 65,017,307 61,909,371 89.8% 26 14.9% 16 5.4% 25 10.8% 26 9.7% 20 135.2% 30 51.5% 6 0.88 13

3 土浦市 51,712,369 50,447,854 89.4% 28 17.0% 10 3.1% 41 14.8% 3 12.4% 2 152.0% 23 41.4% 10 0.99 9

4 古河市 56,482,982 55,146,348 89.9% 25 12.4% 34 4.6% 31 8.9% 35 8.5% 27 160.2% 15 18.2% 40 0.84 15

5 石岡市 30,009,747 28,878,091 90.8% 20 13.8% 25 5.7% 23 11.5% 18 8.5% 27 155.4% 19 31.4% 20 0.67 28

6 結城市 16,776,727 16,088,086 94.6% 5 15.2% 15 6.2% 11 13.5% 6 10.6% 12 163.1% 12 23.4% 31 0.74 21

7 龍ヶ崎市 22,640,044 22,011,905 95.4% 3 17.2% 9 3.1% 40 14.4% 4 9.7% 20 198.5% 1 19.3% 37 0.80 18

8 下妻市 15,834,887 15,288,175 94.4% 6 13.9% 22 4.9% 28 11.4% 22 9.8% 18 153.2% 21 20.3% 35 0.65 30

9 常総市 23,837,461 23,103,710 93.1% 10 14.1% 20 3.0% 42 10.5% 27 8.4% 30 175.9% 6 23.8% 30 0.84 15

10 常陸太田市 24,915,573 23,881,838 92.8% 12 17.8% 5 4.4% 33 13.0% 11 10.6% 12 157.6% 17 58.9% 4 0.45 41

11 高萩市 13,123,217 12,563,440 96.5% 2 17.5% 7 5.9% 18 17.3% 1 11.9% 3 180.9% 4 20.7% 34 0.63 31

12 北茨城市 16,009,441 15,468,480 91.9% 14 17.5% 6 5.0% 27 15.8% 2 13.3% 1 159.7% 16 19.1% 39 0.69 26

13 笠間市 28,551,750 27,694,993 87.8% 34 13.5% 27 3.8% 36 9.2% 32 8.0% 34 147.7% 25 34.8% 17 0.72 22

14 取手市 35,396,865 34,556,619 98.2% 1 16.3% 13 3.5% 38 12.7% 13 10.3% 14 185.3% 3 10.4% 43 1.00 8

15 牛久市 24,391,553 23,451,827 92.0% 13 13.9% 24 4.5% 32 10.9% 25 8.2% 31 163.8% 11 39.8% 12 0.97 11

16 つくば市 72,811,531 69,213,367 88.8% 31 13.9% 23 6.0% 16 11.0% 24 9.0% 25 134.6% 31 19.3% 38 1.10 4

17 ひたちなか市 48,102,366 46,432,239 90.7% 22 14.4% 18 5.2% 26 12.0% 17 11.1% 8 160.9% 14 34.9% 16 1.03 6

18 鹿嶋市 24,063,225 22,714,163 87.7% 35 13.3% 30 5.7% 22 10.3% 29 8.9% 26 89.8% 42 35.2% 14 1.43 3

19 潮来市 11,535,083 11,142,104 94.2% 8 17.4% 8 4.7% 30 13.1% 10 11.0% 10 165.5% 10 31.9% 19 0.56 35

20 守谷市 17,896,300 16,395,446 88.3% 33 14.6% 17 9.3% 1 12.2% 15 9.7% 20 141.7% 28 42.4% 9 1.05 5

21 常陸大宮市 23,076,246 22,473,818 90.9% 19 19.0% 1 3.3% 39 13.2% 9 11.8% 5 180.9% 5 25.2% 26 0.50 38

22 那珂市 18,529,728 17,563,700 91.2% 18 13.5% 28 6.0% 17 11.5% 18 11.1% 8 154.1% 20 23.8% 29 0.70 24

23 筑西市 39,688,548 37,614,050 91.3% 17 14.1% 21 7.4% 7 12.2% 15 10.2% 16 149.6% 24 24.1% 28 0.77 20

24 坂東市 20,711,095 19,765,251 90.7% 21 12.4% 33 5.7% 21 8.5% 38 8.0% 34 140.9% 29 24.1% 27 0.70 24

25 稲敷市 19,622,875 18,573,555 86.6% 39 9.2% 40 6.7% 8 5.2% 41 4.8% 41 116.4% 38 70.6% 2 0.60 32

26 かすみがうら市 15,933,136 15,232,127 89.0% 30 13.3% 29 6.1% 15 10.3% 29 7.9% 36 166.3% 9 33.5% 18 0.66 29

27 桜川市 18,455,302 17,987,749 89.7% 27 11.8% 36 2.9% 43 9.2% 32 8.1% 32 129.3% 33 27.9% 24 0.54 36

28 神栖市 39,243,686 37,341,697 77.8% 43 7.3% 43 6.6% 10 2.8% 43 2.6% 43 73.3% 43 29.7% 21 1.63 2

29 行方市 15,994,873 15,337,732 88.5% 32 16.7% 12 4.8% 29 14.1% 5 11.4% 7 161.1% 13 34.9% 15 0.49 39

30 鉾田市 20,521,221 19,547,114 84.8% 40 14.3% 19 6.1% 13 11.5% 18 9.7% 20 157.3% 18 53.5% 5 0.49 39

31 つくばみらい市 15,052,539 14,233,322 91.9% 15 11.2% 37 6.1% 14 8.2% 39 7.9% 36 126.0% 35 28.5% 23 0.79 19

32 小美玉市 20,305,051 19,478,111 81.3% 42 11.0% 38 5.4% 24 8.6% 37 7.6% 38 115.0% 39 15.3% 42 0.69 26

33 茨城町 11,673,925 11,189,606 82.3% 41 12.4% 35 5.9% 19 10.1% 31 10.3% 14 120.1% 37 21.6% 32 0.58 33

34 大洗町 8,039,138 7,606,931 94.6% 4 10.0% 39 9.2% 2 9.1% 34 7.4% 39 143.2% 27 29.5% 22 0.83 17

35 城里町 10,234,804 10,003,607 87.2% 37 18.4% 2 1.9% 44 13.5% 6 9.8% 18 172.5% 8 44.5% 8 0.41 43

36 東海村 20,146,627 19,281,220 77.0% 44 5.4% 44 3.8% 35 2.8% 43 2.3% 44 65.5% 44 113.1% 1 1.78 1

37 大子町 10,396,196 9,802,326 89.2% 29 18.3% 4 7.7% 5 12.6% 14 11.9% 3 145.3% 26 19.8% 36 0.34 44

38 美浦村 5,468,238 5,209,048 91.5% 16 8.5% 42 6.2% 12 4.4% 42 4.2% 42 120.7% 36 39.5% 13 1.02 7

39 阿見町 14,842,769 13,978,357 94.3% 7 15.5% 14 7.9% 4 12.9% 12 10.0% 17 129.8% 32 40.3% 11 0.99 9

40 河内町 4,567,049 4,279,210 93.7% 9 8.6% 41 8.8% 3 7.0% 40 6.0% 40 90.4% 41 25.5% 25 0.43 42

41 八千代町 7,768,723 7,388,572 90.0% 24 12.8% 32 6.6% 9 11.3% 23 9.2% 24 126.2% 34 20.7% 33 0.57 34

42 五霞町 3,926,572 3,685,546 86.9% 38 18.3% 3 7.5% 6 11.5% 18 10.7% 11 152.5% 22 48.0% 7 0.87 14

43 境町 8,469,479 8,260,193 90.4% 23 13.6% 26 3.6% 37 10.5% 27 8.1% 32 173.3% 7 17.4% 41 0.72 22

44 利根町 5,752,994 5,468,262 92.9% 11 13.2% 31 5.8% 20 8.8% 36 8.5% 27 107.9% 40 65.5% 3 0.52 37

※「市町村計」「市計」「町村計」の数値はすべて単純平均である。

※順位は，「積立金残高比率」及び「財政力指数」は上位ほど好ましく，それ以外の指標は好ましくない方からの順位であり，

　公債費比率，起債制限比率及び財政力指数を除く指標については，　小数点第２位以下の数値まで含め順位を決定している。

　ただし，実質収支比率は３～５％程度が望ましいとされ，順位は比率が単純に高い方からとなっている。
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